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研究成果の概要（和文）：本研究は，物品およびサービスに関するグローバルな企業間取引を中

心に，その法的規律（以下では、グローバルＢ2Ｂ取引法と呼ぶ）につき，日本における立法，

判例，学説を体系化して英語によって世界に向けて情報発信するとともに、日本法の抱える問

題点を析出し、具体的な提言を行うことを目的としている。その成果として、総計 175 件の重

要判例を英訳してデータベース化するとともに、日本の契約法および海商法の体系的な解説を

英文で作成し、ＨＰで公表した。また、日本のグローバルＢ2Ｂ取引法が抱える諸問題につき、

日本、韓国でワークショップを開催したほか、ヨーロッパおよびアジア諸国で開催されたシン

ポジウムに積極的に参加し、情報発信を行った。 
 
研究成果の概要（英文）：Our Ｓｔｕｄｙ aims to offer comprehensive information in English on the 

present legal situation in Japan concerning goods and service transactions in business to business 

settings, so that those who are interested in Japanese law could obtain the general idea and basic 

information on this subject. We provided the information of legislations/regulations and 175 court 

cases of Japan in this field by way of posting on our website, seminars and publications, etc.  

Our Study also aims at doing some comparative researches in this field to review the current rules 

of national laws of Japan and other States as well as of international instruments. We provided 

overviews of Japanese Contract Law and Maritime Law on our website. 
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１．研究開始当初の背景 
(1)わが国における物品およびサービスに関

する取引は年々グローバルなものとなってい

るが、それを規律する法規制は、本研究が開

始された当初は必ずしもそのようなグローバ

ルな取引を十分に考慮したものとはなってい

なかった。 

(2)また、日本法に関する情報は対外的には十

分な形で発信されておらず、個々の研究者に

よる断片的な紹介に留まっていた。こうした

日本法に関する情報不足は、取引上のリスク

の一つとされ、日本企業が海外で活動する上

でも、また外国企業による投資を呼び込む上

でも重大な障害となるものであった。 

 

２．研究の目的 
本研究は、上記のような状況を改善するた

め、次の３つを研究の目的とした。すなわち、

企業間で行われる物品およびサービスに関

するグローバル取引（グローバルＢ２Ｂ取

引）を中心に、その法的規律につき、 

(1)日本における立法、判例、学説を体系

化して英語によって世界に向けて情報発

信する。 

(2)国際条約、国際統一規則などの国際的ル

ールについて検討を加え、ルールの策定が

不十分な点を析出して、それらの点に関す

る対応策を具体的な提案にまとめて英語

で発信する。 

(3)具体的には、企業間における国際物品売

買、国際運送、国際保険取引および製造物

責任を対象とするが、これらの分野に関す

る研究は、民法、商法、国際私法のそれぞ

れの研究者によってこれまでもある程度

は行われてきたものの、それらの研究者が

各専門領域を超えて共同研究を行うこと

はあまりされてこなかった。そこで、本研

究では、専門領域を異にする研究者の共同

研究によって、わが国のグローバルＢ２Ｂ

取引法の全体像を明らかにする。 
 

３．研究の方法 
(1) 研究代表者・研究分担者の任務 

本研究では、研究代表者および研究分担

者について、次のような役割分担を定め、

研究を組織した。ただし、担当者はその分

野の研究遂行にあたって、とくに積極的に

活動する者である。 

①国際的な物品売買契約を中心とする

分野：青木、曽野 

②国際製造物責任の規律：佐野 

③国際的な運送・保険取引を中心とする

分野：小塚、高橋 

④総括（全体の研究のとりまとめ、Ｂ２

Ｃ班および総括班との連絡調整、本領域

研究の他班との連絡調整等）：佐野 

 また、本研究の実施に当たっては、その

研究対象が本特定領域のＢ２Ｃ取引（消費

者取引）法班（研究代表者：早川眞一郎・

東京大学教授）とも密接に関係することか

ら、合同の研究会、ワークショップ、国際

シンポジウムの開催、ホームページの維持

管理など、緊密な連携を図ることにした。 

(2) 研究方法 

 上記(1)の①～③の各々について、研究期

間全体を通じて、次のようなプロセスで研



究を遂行した。 

①日本の判例・文献によって、日本のグロ

ーバルＢ２Ｂ取引法の現状を明らかにする。 

②外国文献によって諸国のグローバルＢ２

Ｂ取引法の現状を把握し日本法と比較する。 

③日本のグローバルＢ２Ｂ取引法に関する

情報発信の状況を内外の文献によって把握

する。 

④以上の調査、分析を基礎として、日本の

グローバルＢ２Ｂ取引法を体系的に整理し、

ＨＰを通じて英語で情報発信を行う。 

⑤内外でシンポジウムまたはワークショッ

プを開催し、日本のグローバルＢ２Ｂ取引

法の現状を紹介するとともに、その問題点

を明らかにする。 

 

４．研究成果 

(1)本研究の最大の成果は、物品およびサービ

スに関するＢ２Ｂ取引に関する法的規律に関

して、日本における立法・判例・学説等を体

系的に整理して世界に向けて英語で情報発信

を行ったことである。こうした試みは、わが

国では初めてのことであり、海外の研究者、

研究機関からも、「日本法の透明化」を進める

重要な一歩として高い評価を得ている。本研

究では、具体的に次のような形で情報発信を

行った。 

①ホームページによる発信 

 世界に向けた情報発信の方法としてホー

ムページを用いることとし、以下の情報を発

信した。 

・重要判例の選定および英訳 

物品・サービス取引に関する重要な判例１

７５件を選定して、データベース化し、事案

の概要および判旨を英語に翻訳して公開し

た。 

・関連法に関する概説(Overview）の作成 

日本の契約法、海商法、保険法に関する英

文の概説を作成して、公開した。これらの概

説においては、上記英訳判例のうち関連する

ものが参照できるようにしている。 

②各種会合における報告・討論等による発信  

次の各種シンポジウム、ワークショップ等

において、本研究のメンバーのみならず、外

部の有識者も交えて、報告・討論を行うこと

を通じて、日本の取引法に関する情報を発信

した。 

平成 19 年 1月・取引法班主催ワークショ

ップ（京都）：「取引法を外に向けて表現する」 

平成 19 年 7月・UNCITRAL40 周年記念大会

（オーストリア、ウィーン）「グローバルな

取引のための現代法」 

平成 20 年 11 月・特定領域総括班主催シン

ポジウム(東京）：「取引法分野における日本

法の特色と問題点」 

平成 20 年 12 月・取引法班＝金融法班共催

ワークショップ（大阪）「法制度の透明化に

よる外資導入の促進」 

平成 21 年 9月・取引法班＝マックス・プ

ランク国際私法・外国私法研究所共催ワーク

ショップ（ドイツ、ハンブルク）「日本の新

保険法について ── ドイツ保険契約法・ヨ

ーロッパ保険契約法原則との比較」 

平成 21 年 9月・取引法班＝リヨン大学ア

ジア・オリエント研究所共催レクチャー(フ

ランス、リヨン）「日本の債権法改正につい

て」 

平成 21 年 10 月・国際法協会米国支部主催

シンポジウムパネル（米国、ニューヨーク）

「アジアにおける最近の国際私法の動向」 

平成 21 年 12 月・取引法班＝韓国比較私法

学会共催「日韓『法の透明化』ワークショッ

プ－日本からの発信－」西江大学（韓国・ソ

ウル）等 

③出版物による発信  

グローバルＢ２Ｂ取引法に関する研究成



果を後述する研究論文等で公表した。 

(2)本研究から得られたもう一つの成果は、

日本法を海外に紹介する作業を通じて、「日

本法を透明化」する上での立法から法適用ま

での全過程にわたる課題が明らかとなった

ことである。例えば、立法の際の法制審議会

での議論が、内閣法制局による具体的な条文

化作業の過程で、十分にくみ取られなかった

り、意味が変容したりすることが指摘され、

また、「日本法の透明化」という視点からは、

判例の紹介についてもその社会的背景抜き

には誤解を生むおそれがあるなどの点が問

題提起された。これらの課題については、今

後さらに個別的な検討が必要となろう。  
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